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　2015年6月30日、日本政府は、①「日本再興戦

略」改訂2015、②経済財政運営と改革の基本方針

（骨太の方針）2015、③規制改革実施計画、をそれ

ぞれ閣議決定した。これらは、産業競争力会議、経済財

政諮問会議、規制改革会議の三つの会議体の検討結果を

取りまとめたものだが、相互に深く関連している。いず

れも安倍内閣の経済政策「アベノミクス」の3本目の矢

である「民間投資を喚起する成長戦略」の骨格を成すも

のである。

　こうした文書の策定・公表は、いわば年中行事とも

なっているが、今年の注目すべきポイントとしていくつ

かの点が指摘できよう。

　第一に、「日本再興戦略」においては、生産性の向上

を重視し、企業の「稼ぐ力」を高める必要性が引き続

き強調される一方、「ローカルアベノミクス」がうたわ

れ、地方活性化に資する産業政策の方向性が明らかにさ

れた。これは、アベノミクス効果が大都市圏にしか浸透

していないといった見方があることを踏まえ、地方経済

の底上げを図ろうとするものである。

　また、成長戦略を加速する官民プロジェクトとして

「改革2020」と銘打ったメニューが提示され、新しい

技術を活用した社会的課題の解決、訪日観光客の拡大、

対日直接投資拡大などに取り組む方針が打ち出された。

　第二に、「骨太の方針」では、財政再建に向けて、社

会保障支出の伸びを高齢化による増加分と消費税率引き

上げと併せて行う充実等に相当する水準に収めるなど、

歳出改革の内容が具体的に示されると同時に、経済の再

生が財政健全化の前提であることが改めて確認された。

　第三に、規制改革実施計画においては、「健康・医

療」、「雇用」、「農業」、「投資促進等」及び「地域活性

化」の各分野について、計182項目にのぼる個別措置事

項が示された。そこでは、ヒト・モノ・カネ・情報が成

長に向かって動き出すとともに、国民ニーズに対応した

多様な選択肢を提供できる環境整備が目標とされている。

成長戦略の閣議決定

政府の成長戦略が閣議決定された。日本経済には明るさも見えるが、循環的要素は否めない。中長期の成
長率を高める成長戦略の着実な実行が期待される。

生産性革命を目指す成長戦略

F i n a n c i a l  m a r k e t s　金融市場

図表　「日本再興戦略」改訂2015の「基本的考え方」

1. 未来投資による生産性革命

（1）「稼ぐ力」を高める企業行動を引き出す
◦「攻め」のコーポレートガバナンスの更なる強化
◦イノベーション・ベンチャーの創出
◦アジアをはじめとする成長市場への挑戦
（2）新時代への挑戦を加速する（「第四次産業革命」）
（3）個人の潜在力の徹底的な磨上げ

2. ローカルアベノミクスの推進

◦中堅・中小企業・小規模事業者の「稼ぐ力」の徹底強化
◦サービス産業の活性化・生産性の向上
◦農林水産業、医療・介護（ICT化を含む）、観光産業の基幹産業化

3. 「改革2020」（成長戦略を加速する官民プロジェクト）の実行

◦自動走行、水素社会、先端ロボット、観光地経営、対内投資等
（出所）首相官邸ホームページ掲載資料を基に野村総合研究所作成

野村総合研究所　金融ITナビゲーション推進部　©2015	Nomura	Research	Institute,	Ltd.	All	rights	reserved.	6



Writer's Profile

　筆者は、これらの閣議決定文書のうち、規制改革実施

計画に盛り込むべき事項について提言した規制改革会

議の第3次答申「多様で活力ある日本へ」の取りまとめ

に、同会議の委員の一人として関与した。その経験を踏

まえて、規制改革実施計画について、若干の私見を述べ

ておきたい。

　規制改革会議は、民主党から自由民主党への政権交代

によって安倍内閣が発足した直後に設置され、これまで

3回にわたって答申を作成し、多数の規制改革事項につ

いての提言を行ってきた。その狙いは、経済再生へ向け

た成長戦略の推進に当たっての阻害要因を除去すること

であり、取り上げられた事項の多くは、民間の事業者が

事業を展開していく上で障害と感じている、必ずしも合

理的とは思われない規制について、撤廃や見直しを求め

るというものである。

　規制改革会議の答申を受けて決定された実施計画に

は、多数の規制改革事項が掲げられたが、メディアの評

価は「小粒」の項目が並んでいるだけといった受け止め

方で、決して好意的なものとは言えない。過去の答申に

盛り込まれた農協改革や保険外併用療養制度（いわゆる

混合診療）の拡充のような「岩盤規制」に切り込む「目

玉」とも言うべき内容に乏しいといった見方もなされた

ようである。

　しかし、一見技術的で些細に思える規制が、ビジネス

の現場では大きな障害になっていることも多い。規制改

革では「神は細部に宿る」。大向こうをうならせる派手

な演出は欠いていても、重要な問題に取り組んだことの

意義を理解してもらいたいものである。

　また、これは規制改革のみならず、成長戦略全般につ

いて言えることだが、目新しいテーマやトピックを打ち

出すだけでなく、過去に決定された施策がどのような形

で実行されているのか、所期の効果が表れているのかと

いった検証を怠らないことが重要である。いくら立派な

文書を取りまとめても、その後の実行が伴わなければ意

味がないからである。

　規制改革会議は、この点にも意を払っており、新たな

規制改革事項を取り上げるだけでなく、過去の閣議決定

内容のフォローアップも積極的に行っている。関係者の

合意が得られ、閣議決定が行われても、法令改正等の作

業には時間を要する。それがスケジュール通りに進んで

いるかどうかをチェックすることは欠かせない。

　ギリシャの債務問題や国際テロ等の地政学的リスクな

ど、とりわけ海外には不安定な要素が少なくないとはい

え、最近の日本経済は明るさを取り戻しつつある。もっ

とも、これにはリーマン・ショック後の経済の急失速か

らの循環的な回復という側面があることも否めず、現段

階では、もともと中長期の成長率を高める効果が期待さ

れる成長戦略が奏功しているとは思われない。一連の閣

議決定の着実な実行が期待される。

フォローアップの重要性
進展する規制改革
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